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Ⅰ　基本事項

Ⅱ　点検項目

　本地区は海面漁業でエビ類、カレイ類等を漁獲する小型機船底引き網漁業
やカレイ類、イボダイ、メバル・カサゴ等を漁獲する刺網漁業、一本釣り漁
業などが営まれており、ほとんどの漁法から漁獲対象となるカレイ類が地区
の最重要魚種になっている。しかしながら、カレイ類の漁獲量は減少傾向で
あり、地域の漁業経営は厳しい状況ある。
　このため、稚仔魚の保護育成場となる増殖場や北部九州豪雨により漁場へ
流入した堆積物の除去と耕耘により漁場環境の改善を図るとともに、魚礁の
整備により操業の効率化を図る。

主要工事計画

組合員数 759

事業費 3,714百万円 事業期間 平成17年度～平成27年度

地区の特徴

　本地区は瀬戸内海の伊予灘西部に位置し、国東半島と佐賀関半島に囲まれ
た閉鎖的な内湾である。イワシ類等の回遊魚、マダイやカレイ類、クルマエ
ビ等の沿岸資源の良好な漁場が形成され、小型底びき網、船びき網等の多様
な漁業が営まれている。

２．事業概要

事業目的

500 隻

魚礁152,438空 、増殖場91,725㎡、漁場保全4,768ha

主な漁業種類
小型底びき網、船びき網、刺
網、一本釣り、小型定置網等

主な魚種
マダイ、ヒラメ、イワシ類、
カレイ類、カサゴ、メバル、
クルマエビ等

漁業経営体数 332 経営体

－ 漁場名 別府湾西部漁場　他７漁場

陸揚金額 2,026

人

登録漁船隻数 － 隻 利用漁船隻数

４．事業実施による環境の変化

１．費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化

　分析の算定基礎となった原単位については、カレイ類やマダイ等の産地単価が減少するほ
か、燃油高騰による出漁日数の減少等、漁獲努力量減少による漁獲量減少といった要因から
低下しており、費用便益比率も平成23年の1.72から令和3年の1.11へと低下している。

　事業実施以前は、本漁場周辺の海底は単調な砂泥域が広がる海域であり漁業生産性が不十
分であるほか、陸域からの流木等の堆積物が障害となり、底びき網等の曳網作業ができる区
域が制限されていた。本事業による魚礁および増殖場の整備、堆積物除去・耕耘を行うこと
で漁場環境が改善され、カレイ類等の増産が図られた。
　また、現時点での費用対効果分析の結果は1.0を上回っており、一定の効果発現が見られ
る。

２．事業効果の発現状況

３．事業により整備された施設の管理状況

　本事業により整備された施設は、漁場管理者である大分県知事が漁場管理規定を定め、こ
れに従い、適正に漁場の利用調整、管理を行っている。

　漁場整備に伴う海底形状が複雑となり、多種多様な生物が蝟集状況調査により確認されて
いる。また、増殖場では餌料培養機能や藻場の造成が行われ、カレイ類、カサゴ・メバル、
ヒラメ等が保護されることで良好な生息環境が創造されている。

事後評価書（完了後の評価）

都道府県名 大分県

事業名 水産環境整備事業水産資源環境整備事業

関係市町村 杵築市ほか

漁港名（種別）

地区名 別府湾
ベップワン

事業主体 大分県

百万円 陸揚量 4,540 トン

１．地区概要
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Ⅲ　総合評価

1.72
現時点の
Ｂ／Ｃ

1.11
※別紙「費用対効果分析
集計表」のとおり

平成23年評価時の
費用便益比Ｂ／Ｃ

　当該地区においては、沿岸域おいて水産資源の維持・回復に不可欠な藻場が減少傾向にあ
る。このため、藻場の回復が課題となっている。

６．今後の課題

　本事業では、別府湾地区において沖合域から沿岸域まで海域が一体となった漁業資源の増大を
図るため、魚礁および増殖場を整備するとともに、広域で漁場保全を行った。また、貨幣化が可
能な効果について、費用対効果分析を行ったところ、1.0を超えており、経済効果についても確
認されている。さらに事業効果のうち貨幣化が困難な効果についても、操業時間の短縮されるこ
とによる燃料費の削減、漁場探索時間の削減等の効果が認めら、本計画に対する地元の期待は大
きいものと考えられた。
　以上の結果から、本事業は当該地区において漁業経営の安定及び地域経済の振興へ寄与したも
のとなっており、想定した事業効果の発現が認められた。

５．社会経済情勢の変化

　近年、台風や豪雨災害が頻発し、閉鎖性海域である当地区も影響を強く受けている。この
ため、海域環境の保全、対象種の幼稚仔魚の生育環境や漁場環境を改善する必要がある。
　また、漁業経営体数は計画策定時は580であったが、高齢化等により現在は332まで減少し
ている。

７．事業の投資効果が十分見込まれたか
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１　基本情報

２　評価項目

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

計（総便益額）　　　　　　Ｂ 千円

総費用額（現在価値化）　　Ｃ 千円

費用便益比　　　　　　　　Ｂ／Ｃ

３　事業効果のうち貨幣化が困難な効果

⑩自然環境保全・修復効果

6,969,331

⑭その他

79,311

1.11

生活環境の向上

地域産業の活性化

自然保全・文化の継承

⑦漁業外産業への効果

⑧生命・財産保全・防御効果

⑨避難・救助・災害対策効果

6,274,712

非常時・緊急時の対処

 漁場整備による操業の効率化で燃油消費量の削減効果および漁場探索時間の削減効果

6,533,751

便
益
の
評
価
項
目
及
び
便
益
額

①水産物生産コストの削減効果

②漁獲機会の増大効果

③漁獲可能資源の維持・培養効果

費用対効果分析集計表

都道府県名

事業名

地区名 別府湾大分県

水産環境整備事業
魚礁・増殖場：30年
漁場保全：10年

施設の耐用年数

356,269

漁業就業環境の向上 ⑤漁業就業者の労働環境改善効果

その他

⑪景観改善効果

⑫地域文化保全・継承効果

⑬施設利用者の利便性向上効果

⑥生活環境の改善効果

評価項目

水産物の生産性向上

便益額（現在価値化)

④漁獲物付加価値化の効果



別府湾地区

事業主体：大分県
主要工事実績： ■魚礁 152,438空 

・別府湾西部 31,437空 
・神崎 47,165空 
・別府湾北西部 32,741空 
・別府湾東部 32,923空 
・別府湾別府沖 8,171空 

■増殖場 91,725㎡
・別府湾北部 76,725㎡
・亀川 15,000㎡

■漁場保全 4,768ha
・別府湾沖 4,768ha

事業費： 3,714百万円
事業期間：平成17年度～平成27年度

水産環境整備事業 別府湾地区 事業概要図 【整理番号１３ 】

別府湾北部

別府湾
東部

亀川

別府湾沖

30,000空 

未満

広域型

事業種目 内容 記号

凡例

魚礁

増殖場

漁場保全 大規模

10ｋｍ

神崎

別府湾
西部

別府湾
北西部

別府沖

30,000空 

以上
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１．事業概要

（１） ：

（２） ：

（３） ：

（４） ：

２．総費用便益比の算定

（１）総費用総便益比の総括

（千円）

（千円）

（２）総費用の総括

（３）年間標準便益

維持管理費等

計

年間標準便益額
（千円）

整備規模

279,819

249,622

総費用（消費税込）

現在価値化後の総費用

②÷①総費用総便益比

別府湾地区　水産環境整備事業の効用に関する説明資料

平成１７年度～平成２７年度

主 要 工 事 計 画

事 業 費

工 期

事 業 目 的 本事業は、稚仔魚の保護育成場となる増殖場や北部九州豪雨により漁場へ流入
した堆積物の除去と耕耘により漁場環境の改善を図るとともに、魚礁の整備に
より操業の効率化を図る。これらを一体的に行うことにより、海域における基
礎生産力を向上させ、カレイ類等の資源の増大及び漁獲量の増加を図る。

算定式

①

②

区分

総費用（現在価値化）

総便益額（現在価値化）

｢水産基盤整備事業費用対効果分析ガイドライン｣（令和２年５月改訂 水産庁）及び同｢参考
資料｣（令和３年５月改訂 水産庁）等に基づき算定

３，７１４百万円

魚礁１５２，４３８空m3、増殖場９１，７２５m2、漁場保全４，７６８ha

数値

6,274,712

6,969,331

1.11

漁獲可能資源の維持・培養効果

計

　　　　　　　　　　　　　区　分
　　　　効果項目

0

3,714,431

193,438

3,520,993

6,274,712

内、消費税額

総費用（消費税抜）

施設名

魚礁

漁場保全

１５２，４３８空m3

４，７６８ha

事業費（千円）

3,222,625

174,309

3,714,431

増殖場 ９１，７２５m2 317,497

自然環境保全・修復効果 3,484

効果の要因

・生産量の増加効果

・水産加工業に対する生産量の増加効果
・出荷過程における流通業に対する生産量の増加効果

・水質浄化効果

漁業外産業への効果 26,713
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（４）総便益算出表

-16 H17

-15 H18

-14 H19

-13 H20

-12 H21

-11 H22

-10 H23

-9 H24

-8 H25

-7 H26

-6 H27

-5 H28

-4 H29

-3 H30

-2 R1

-1 R2

0 R3

1 R4

2 R5

3 R6

4 R7

5 R8

6 R9

7 R10

8 R11

9 R12

10 R13

11 R14

12 R15

13 R16

14 R17

15 R18

16 R19

17 R20

18 R21

19 R22

20 R23

21 R24

22 R25

23 R26

24 R27

0.422 1.000

0.406 1.000

43,865

27,279

5,543

7,767,409

4,151 318 1,074

35,5860.439 1.000 76,357 1,473 3,232 81,062

68,330

0.456 1.000 110,910 3,274 3,364 53,602

0.475 1.000 135,460 4,909 3,484 143,853

117,548

103,971

0.494 1.000 163,882 4,909 3,484 85,104

0.513 1.000 194,279 4,909 3,484 202,672

172,275

149,325

132,129

0.534 1.000 214,115 4,909 3,484 118,819

0.555 1.000 229,678 4,909 3,484 238,071

222,508

279,819

0.925 1.000 249,622 26,713 3,484

26,713 3,484

1.040 1.000

1.000 279,819

1.000

1.000

279,819

258,833

1.000

1.125 1.000 249,622 26,713 3,484

279,8191.082 1.000 249,622 26,713 3,484

0.703

0.676

0.731 1.000

1.000

472,399

576,046

1.000

0.650

1.163 461,370 756,313

1.123

1.060

449,904

1.000

1.032

1.246 293,698 603,641

1.244 441,898 871,702

1.167 403,498 717,984

18,712

割引後
効果額合計
（千円）

①×④

289,940128,9991.260

1.235 224,999

年
度

費用（千円）

事業費
（維持管理費含
む）

現在価値
（維持管理費含む）

①×②×③

デフ
レータ

44,952

76,239

121,975

45,789

76,187

155,288240,068 4,909 3,484

160,992

193,751

238,206163,710 3,436

280,092

303,152

240,068 4,909 3,484

249,622

214,285

279,713

420,856

384,284

333,600

439,400

割引率

1.539

1.480

①

事業費
（税抜）

③

122,8571.873

1.801

1.732

1.665

1.601

1.122 350,280

評
価
期
間

0.822 1.000

0.790 1.000

0.760 1.000

199,934

0.889

249,622

0.962 1.000

1.170

1.369

1.316 1.078 401,896

1.127 310,996 296,189 456,979

0.625

40,134 565 3,166

0.577 1.000 240,068 4,909 3,484

0.601 1.000 240,068 4,909 3,484

23,548 565 3,166

1,635 120

3,484

372,128 527,919

26,713

3,484

249,622 26,713 3,484

718,960

2,409

249,622 26,713

26,713

240,068 4,909

327,388

251

4,344 318

219,316 10,725 318

3,484

3,484

244,108 14,129 3,484

314,796

291,012

269,186

330,184

340,540

3,484

279,819

279,819

302,764

174,668

167,960

249,622

240,068 4,909 3,484

10,390

25,954

1.217

②

1.423

便益（千円）

476,620

104,608

129,158

※評価期間は、便益対象施設が複数ある場合、各施設の整備毎に効果が発生するものとして算定
※端数処理のため各項目の和は必ずしも合計とはならない。

1.265 1.060 224,398 207,777 278,608 241,431 17,175

漁獲可能資源の
維持・培養効果

漁業外産業への
効果

自然環境保全・
修復効果

240,601

計 3,714,431

223,7710.855 1.000

18,511

240,068 4,909

246,826 20,332 3,484

240,068 4,909 3,484

248,461

204,235248,461

261,721

270,642

248,461

248,461

248,461

161,500

143,362248,461

3,520,993 6,274,712 7,297,581 365,310 104,518

196,284

188,830

240,068 4,909 3,484 181,625

240,068 4,909 3,484

248,461

248,461

248,461

248,461

計

④

279,819

279,819

279,819

261,015

230,359

204,596

167,397

130,913

104,608

76,187

45,789

25,954

10,390

6,969,331

2,162

11,075

0.390 1.000
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３．効果額の算定方法

（１）漁獲可能資源の維持・培養効果

①魚礁整備による漁獲可能資源の維持・培養効果

(ⅰ)カレイ類の生産量の増加効果

①

②

③

④

(ⅱ)カサゴの生産量の増加効果

①

②

③

④

(ⅲ)ヒラメの生産量の増加効果

①

②

③

④

②増殖場整備による漁獲可能資源の維持・培養効果

(ⅰ)マダイの生産量の増加効果

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

単価（円/ｋｇ） 1,073

　カレイ類、カサゴ・メバル、マダイ、ヒラメ等の稚魚・幼魚の保護育成を図るため、沿岸域において増殖場の整備を行い、沖合域に
おいては成魚の蝟集を図る魚礁を整備し、さらに海底の堆積物除去と耕耘を行うことで、カレイ類等の資源の増大及び漁獲量の増加を
図る。

漁業変動経費率（瀬戸内海区）40.5%
「漁業経営調査報告書H27～R1平均」
③×0.405

区分

年間の漁獲増加量（ｋｇ） 197,126
H27年度に算出した大分県海域の平均原単位2.9kg/空m3に事業量152,438空m3を乗じ、
対象魚種の漁獲量割合で按分。

備考

餌料動物現存量（kg） 135,429

備考

「R1,R2　九州4海域で実施した餌料培養試験結果の平均値」
増殖礁Ａ…表面付着餌料生物量：5,717g/m2
　　　　　設置基数168基×表面積35.44m2×5,717g/m2=34,038,561g
増殖礁Ｂ…総餌料培養量：768,108g/m3
　　　　　設置基数132基×768,108g/m3=101,390,256g
餌料動物現存量合計=34,038,561+101,390,256≒135,429kg

単価（円/ｋｇ） 830 農林水産統計及び水産振興課調べ（H27～R1）より算定

年間便益額（千円/年） 14,314 ⑧-⑨

漁獲経費（千円） 9,743

区分

年間便益額（千円/年） 97,139 ③-④

農林水産統計及び水産振興課調べ（H27～R1）より算定

単価（円/ｋｇ） 1,150 農林水産統計及び水産振興課調べ（H27～R1）より算定

増産額（千円） 163,259 ①×②／1,000

区分 備考

年間の漁獲増加量（ｋｇ） 2,478
H27年度に算出した大分県海域の平均原単位2.9kg/空m3に事業量152,438空m3を乗じ、
対象魚種の漁獲量割合で按分。

単価（円/ｋｇ） 1,496 農林水産統計及び水産振興課調べ（H27～R1）より算定

漁獲経費（千円） 66,120
漁業変動経費率（瀬戸内海区）40.5%
「漁業経営調査報告書H27～R1平均」
③×0.405

増産額（千円） 211,516 ①×②／1,000

区分 備考

年間の漁獲増加量（ｋｇ） 141,965
H27年度に算出した大分県海域の平均原単位2.9kg/空m3に事業量152,438空m3を乗じ、
対象魚種の漁獲量割合で按分。

③-④

漁獲経費（千円） 85,664

年間便益額（千円/年） 125,852

年間便益額（千円/年） 2,206 ③-④

増産額（千円） 3,707 ①×②／1,000

漁獲経費（千円） 1,501
漁業変動経費率（瀬戸内海区）40.5%
「漁業経営調査報告書H27～R1平均」
③×0.405

漁業変動経費率（瀬戸内海区）40.5%
「漁業経営調査報告書H27～R1平均」
⑧×0.405

年間生産量/現存比（回転数） 3 「水産基盤整備事業費用対効果分析ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ-参考資料-（R3.5）」

餌料利用率 2/3 「水産基盤整備事業費用対効果分析ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ-参考資料-（R3.5）」

⑥×⑦/1,000

生産量の増加（kg/年） 28,984
令和2年度資源評価調査報告書より、各年令（0歳～9歳）ごとの漁獲率、生残率から
年間期待漁獲量を算出

餌料転換効率 0.128 「水産基盤整備事業費用対効果分析ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ-参考資料-（R3.5）」

増殖場による増加体重（kg） 34,670 ①×②×③×④

増産額（千円/年） 24,057



[整理番号13]

ⅱ）メバルの生産量の増加効果

①

②

③

⑤

⑥

③堆積物除去・耕耘による漁獲可能資源の維持・培養効果

(ⅰ)クルマエビの生産量の増加効果

①

②

③

(ⅱ)その他エビ類（クマエビ、ヨシエビ、シバエビ）の生産量の増加効果

①

②

③

（２）漁業外産業への効果

(ⅰ)ヒラメの出荷過程における流通業に対する生産量の増加効果

①

②

③

④

(ⅱ)マダイの出荷過程における流通業に対する生産量の増加効果

①

②

③

④

区分

年間の漁獲増産量（ｋｇ/年） ④ 813

年間便益額（千円/年） 556

漁場整備による生産量の増加（マダイ、ヒラメ等）によって、産地から消費地市場までの出荷過程の間に流通業者等に帰属する付加価
値が発生する。

平成9年度豊後灘地区広域型増殖場調査委託業務報告書
（KAFSモデル）

①×②

令和2年度魚介類蝟集状況調査業務報告書

備考

単価（円/ｋｇ） 1,150

増産額（千円/年） 935

漁獲経費（千円/年）

農林水産統計及び水産振興課調べ（H27～R1）より算定

H23年度に算出した「別府湾における大規模保全整備の効果」より、耕耘1haあたりの
漁獲増加量0.31kg/haに事業量4,768haを乗じた

5,441④漁獲経費（千円）
漁業変動経費率（瀬戸内海区）40.5%
「漁業経営調査報告書H27～R1平均」
③×0.405

1,375

産地市場価格（円/ｋｇ） 830

付加価値率（％） 27.5

（１）②（ⅰ）

「東京都中央卸売市場統計年報、東京都、H27～R1」より算定

備考

（１）①（ⅲ）

「東京都中央卸売市場統計年報、東京都、H27～R1」より算定

（１）①（ⅲ）

区分

増加出荷量（ｋｇ） 2,478

出荷先市場価格（円/ｋｇ） 2,325

産地市場価格（円/ｋｇ） 1,496

（１）②（ⅰ）

27.5

年間便益額（千円/年） 565

「個人企業経済調査(H27～R1)」より算定

①×（②－③）／1,000×④/100

付加価値率（％）

年間便益額（千円/年） 4,344 ①×（②－③）／1,000×④/100

増加出荷量（ｋｇ） 28,984

出荷先市場価格（円/ｋｇ）

区分 備考

増殖場造成面積合計（㎡） 15,000

藻場におけるメバル稚魚の分布密
度（尾/㎡）

1.10

メバル稚魚の加入量（尾） 16,500

単価（円/ｋｇ） 406 農林水産統計及び水産振興課調べ（H27～R1）より算定

⑥－⑦

漁業変動経費率（瀬戸内海区）40.5%
「漁業経営調査報告書H27～R1平均」
⑥×0.405

④×⑤÷1,000

農林水産統計及び水産振興課調べ（H27～R1）より算定

備考

⑦ 379

単価（円/ｋｇ）

年間の漁獲増加量（ｋｇ）

区分

1,774

1,478

増産額（千円） 13,435 ①×②÷1,000

年間便益額（千円/年）

増産額（千円）

1,560

2,622

③-④

備考区分

年間の漁獲増加量（ｋｇ） 33,090
H23年度に算出した「別府湾における大規模保全整備の効果」より、耕耘1haあたりの
漁獲増加量6.94kg/haに事業量4,768haを乗じた

①×②÷1,000

漁獲経費（千円） ④ 1,062
漁業変動経費率（瀬戸内海区）40.5%
「漁業経営調査報告書H27～R1平均」
③×0.405

年間便益額（千円/年） 7,994 ③-④

「個人企業経済調査(H27～R1)」より算定



[整理番号13]

(ⅲ)クルマエビの出荷過程における流通業に対する生産量の増加効果

①

②

③

④

(ⅲ)その他エビ類（クマエビ、ヨシエビ、シバエビ）の出荷過程における流通業に対する生産量の増加効果

①

②

③

④

（３）自然環境保全・修復効果

（ⅰ）カジメ類等の藻場の増加による水質浄化効果（藻場礁）

①

②

③

（ⅱ）カジメ類等の藻場の増加による水質浄化効果（着定基質）

①

②

③

1,912

区分 備考

区分 備考

増加出荷量（ｋｇ） 33,090 （１）③（ⅱ）

増加出荷量（ｋｇ） 1,478

出荷先市場価格（円/ｋｇ） 6,478

産地市場価格（円/ｋｇ） 1,774

（１）③（ⅰ）

「東京都中央卸売市場統計年報、東京都、H27～R1」より算定

（１）③（ⅰ）

「個人企業経済調査(H27～R1)」より算定

①×（②－③）／1,000×④/100

付加価値率（％） 27.5

年間便益額（千円/年）

出荷先市場価格（円/ｋｇ） 2,592 「東京都中央卸売市場統計年報、東京都、H27～R1」より算定

産地市場価格（円/ｋｇ） 406 （１）③（ⅱ）

付加価値率（％） 27.5 「個人企業経済調査(H27～R1)」より算定

年間便益額（千円/年） 19,892 ①×（②－③）／1,000×④/100

区分

造成藻場における藻類の年間平均
生産量
［乾燥重量］（ｔ/年）

0.57
「令和2年度魚介類蝟集状況調査業務報告書」
「我が国周辺漁業の公益的機能の解明に関する調査」
造成面積0.15ha×藻類年間生産量（乾重量）3.8t/ha

備考

　　増殖場（藻場礁・着底基質）の整備によってホンダワラ類、カジメ類、テングサ類の生産量が増加する。増加したホンダワラ類等
によって、有機物が水中から除去され、浄化される。

Ｎ処理量（ｋｇ/年） 12.7

Ｎ処理あたり下水道処理費用
（円/ｋｇ・年）

25,026

年間便益額（千円/年） 318 ②×③/1,000

「水産基盤整備事業費用対効果分析のガイドライン-参考資料-」
年間経費24,779（円/kg・年）×R1 GDPﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ101.2/H27 GDPﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ100.2=25,026
（円/kg・年）

「我が国周辺漁業の公益的機能の解明に関する調査」
その他藻類のN含有率：0.0222
①×0.0222×1,000

Ｎ処理あたり下水道処理費用
（円/ｋｇ・年）

25,026
「水産基盤整備事業費用対効果分析のガイドライン-参考資料-」
年間経費24,779（円/kg・年）×R1 GDPﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ101.2/H27 GDPﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ100.2=25,026
（円/kg・年）

年間便益額（千円/年） 3,166 ②×③/1,000

区分 備考

造成藻場における藻類の年間平均
生産量
［乾燥重量］（ｔ/年）

5.7
「令和2年度魚介類蝟集状況調査業務報告書」
「我が国周辺漁業の公益的機能の解明に関する調査」
造成面積1.5ha×藻類年間生産量（乾重量）3.8t/ha

Ｎ処理量（ｋｇ/年） 126.5
「我が国周辺漁業の公益的機能の解明に関する調査」
その他藻類のN含有率：0.0222
①×0.0222×1,000




